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1. はじめに

小笠原 正

本稿は， 最高裁判所昭和39年2月26日大法廷判決(昭和38年((オ))第361号， 義務教

育費負制請求事件，民集18巻2号343頁)を検討するものであるD

憲法26条に規定する「教育を受ける権利」は，わが国においてはじめて憲法上規定され

た，原理的教育条項である。しかしこの権利あるいは権利保障に関し，多くの解釈や評価

の余地がのこされている。とりわけ教育条件の整備としての外的事項(教育の機会均等)，

教育内容面等中立な教育を受ける権利としての内的事項0) (教育の中立性)といった具体

的内容性格についてその見解が分れるところである。本判決は，これら憲法26条のうち主

として教育条件の側面から 1-教育の機会均等」の保障方途である「義務教育の無償」の

よ主体的内容に関するものであり，最高裁がはじめて「教育を受ける権利」についての解釈

を判示したものとして注目されているものである。本稿は，最高裁の憲法26条解釈が生存

権における通説的プログラム規定と見ている所から，具体的権利規定と見る事ができない

か，若干の考察をこころみようとするものである。と同時に，義務教育制度の歴史的概念
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を掘り起こすことから出発

ものである。

弘前学院大学総要第13号

と義務教育無常の範を論及しようとする

(1)殺者の「教育の区分・分離論j に対する見解は rIl'主権論的教吉総論』の考翌日J弘前学説大学
-弘前学院恕期大学，紀喜怒，第9号頁以下に明らかなので参照されたい。

2. <講究の概繋〉

あ

865月 していた。そこで， 日本国競法26条2

2年金

「義務教育は， これを無償と

するj と ち，

ベて悶が負担すべきものであり，

る教科書代 される代金)

したものである。

3. く半11 旨〉

1)義務教育昔話度と

癒法26条は，

とすべきではないとし，支払ず

までに必要とす

の問の徴収行為の不作為を併せ求める訴を提起

ると

の保護者に対し子女をして最少限疫の普通教育を党けさせ と義務教育の

いる。しかし，普通教育の義務部ということが，必然的にそのための子

女就学に要する一切の費用を無償としなければならないものと速断することは許きれな

い。けだし，憲法がかよう広保護者に子大を就学せしむべき義務を課しているのは，

繁栄のため必要であるという掘家的要請だけによるものでは

なくして，それがまた子ムーの人絡の完成に必、要欠くべからざるものであるということか

ら，親の本来有している子女を教育すべき責務を完うせしめんとする趣官に出たものであ

るから，義務教育に要する一切の費用は，当然に患がこれを負担しなければならないとは

いえないからであ

2)義務教育無撰の範囲

憲法26条2明後段「載務教育は，こ とする。」 という意義は， 国が義務教育を

提供するにつき有償としないこと，換言すれば，子女の伝護者に対しその子kに背泊教育

させるにつお，その対価を徴収しないことを定めたものであり，教育提供に対する

対価とは捜業料を意味するものと認められるから，開条項の無償とは授業料不徴収の意味



と解する

る。また，
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ある。そして，かく解することは，従来一般に[!i:1または公共同体の設

る義務教育には月謝を無料としてうt;:た沿革にも合致するものであ

4条2項および学校教育法6条但書において，義務教育については

これを徴収しない官規定している所以も，右の罰法の組仕を確認したものである

と解することができる。それ故，憲法の義務教育は無償とすると

に，教科帯，学問品その他教育に必要な・切の貸別まで無償としなければならな

めたものと解することはでさない。

3)国の財政と立法瑚政鉱工

もとより.法はすべての国民に対 る子女を

と合義務として強制しているのであるから，

させるこ

も，それをできるだけ軽減するよう出!乱努力することは望ましいところであるが，それ

は，の財政等の事をう的援して立法政策の問題として解決すべき事柄であって，

るところではないというべきである。

ι 〈研究〉

々

ログラム

v 

~ 

代金865[1]と，

2よ廷後段は. 11::lvとえすし，義務教育に伴う保護者の出費

き比政一f.:のf壬務を規定したにととまり，個

与したものではない lとし，ブ。

し，共体的な補償詰求権を認めなかった(1)。

として開訴し，その児取の支Jl¥?:斉教科書

よr;包!される教科書代金の総制5，836円の匝i
I (端、法)26条第2項後段の規定により，

させるととについて般業料配徴収しないことだけは別段の立法をまつまで

もなく泣接に憲法をもって定められているものと解するを相沼とする とし，

不徴収はすでに憲法が定めたものであり，財政能力，

でもなく，憲法上当然の前提であるとしプニ。だから i26条第2

民に対しその保護する子女に普油教育を焚けさせる

とるま

国

させているのであるかち，

17 

児童生徒に義務教育を受けさせるι必要な させないよう，公共

の財政負担能力に応じ万全の施策が講ぜられるべ設であるj としながちも

の事情を考慮して立法士号;に具体的に見められるべきもので…これをもって授業料のほか

に，教科書代金をも合む義務教育に必立さな一切の費出をすべて紫誌としなければならない
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と解することはできないj と，その無償の範酉を授業料に限定し搾訴を棄却した(2)。そと

で本件は最高裁に上告されたが，最高裁は全員一致で上告を喰却

三審とも原告の敗訴に終わったわけで、ある白

(1) I昭和以内ミ11月22日判決，

(2) 表137イド12月19日平IJl実，

〉輔

、側聞

と

最l千五裁が， についてはじめて解釈をしたも

のであり，その草;味では先例判決がないのであるが，

を考!援して と であるという，

る権利LJが，いわゆる学問の日

し、わゆ

これらによ

み得るよう

tこより

い!とし，ブ。¥:1グヲ

イ云統的な白

としないこと，

あることを考え， 矩の判

として誌なければならない。

したものであ」り，この規定

るもので法な

る「教育を慢げる権利Jが

ときオもるなら プログラム

としてとらえる限り，先例通 ブ wクマヲム

る。し点、

とする，1) という

2 JJ[の後

るtこぺ〉

させるにつき，

するものと認められるから， 当であ

あるとしている。 1'[者こる…!とし，

る，

られるものであり，

ぎなし、とす句ゐブ。ログヅム

態に対す

とする iという日めがあったとしても，義務教育tとおける撹業

してもかまわなかったわけである。その点で，ノk)1二進一教授がム総うごとく

先例J(ソ ¥-1グ弓人規定説)のな場を同業料烈償に|卑しては変吏し

たごとになる。
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(1) I昭和23年9) J 29 f~ ，最高裁大法犯判決， jfU集 2巻102jj-， 12:旧民。その後， 社会権的生存権に

かかわる判決として，朝日訴設，昭和42年5J]24日最高裁大法庄判決， j詰i止m21在 5号・1043

Fしがある。

¥2) プ。ログラム規定説は，社会権的生存権の保附は私法上の権利のようなF.j判明作利ではなく，

国家が[Jil民一般に対し概括的責務を白うものであり， J只L体i的F刊巾権利の子充c'!レ.(は土1¥マ';η/
るとするものでで、あり，学説上持つかの立場に分れ似をもつもので、あるが.代表的な見解を上げ

ると， I[I~I家は，ある科皮の能力がある者にはその能 }Jの程度，ある L、11tm)]1'1身の性質に応

じて設備をととのえて希望~ーを交け入れるというようなことをする政治的義務をはう J ru中耕
太郎。 1 生存+~mはj卸よ・の lリ]文によって);J~Æされた民IL止のffi午 1)であって， [1.[は立法， fJ'Jl弘司法

のすべてにおし、てそれを坊主する法的よ持を負ってし、るが，しかし， [)~がそのための立法を行

わなかったり，あるいは不一|・分な立法しかなさなかった場合には，裁判によってそれを請求

することはできないJ (横川間町:存権の保附JI 1，向日 τ佐峰似.;(~法満州 2 ， 2:~O rし)があ

る。

一方，法的権利説は，出法25条をLill民の法的権利を保障したものであり，立法当;によって今

だ適切な保附あるいは状済拍ittを取っていない場介，あるいは不充分なjJ，j合は， [1:[氏は裁判所

に対し確認請求をし， -父、口去請求をするよfj:ができるとするものである O 代点的見併は flK[のイミ

作為で?で現実的.J.L休|下jな椛不IJ白内行為につL、て』工， [己11.J止はその .i61志円確認;J~r{去を捉起しうる」

(市Ulf政『ノ~:.古村[(保障規定の法的 '1"1:栴』公法制究26-~J95 l'Ü あるいは，和川鶴見貫教民( Ii生1r‘

権:.!lrf1畑忍耐..，革法、I'IJ{タIj総合研究95J'()，大須賀|りJ教反(Ií出法 l二の不作為，~'I 町、ì1 æ法学41巻

1・2サ152n以下).ィ'cfj'i泣六教Jぜ( rt' ;'I~Û~ と教古』公法研究32り!日以下)があるの

(3)永井忠・| I[木の岩出下Ij{'ill，lHSTU、l下。

3) 

I [.，11亡の権利としての教育は，先の杉本、!'Ij/k(I)Vこ比られる通り，い、~I の教育椛-から 11.，11えの教

育権へのj琵史的， }t!MIUÝ'.ilUd日 l をよI~ るにいたり，今日で、は憲法26条の fir(釈と会いまって確立

し，たDI[之:で、あるといってよ L、。それは， J'~，r免教育制にも五えるのであり， 1111亡の教育権忠

也!ω雌iOJ:， ;'~，f語教fJ鉛iの引r'r'.i l!k~般をも JYJたしたのである。

i成!Jijの義務教育制は，天皇制r'r'.i. 1 LI家主義的教古制にほかならないの 11 j 1(法 879条

の， ;fJJはその fを|監護教育スノレ権利ヲ有シ義務ヲ丸プ lとし、う刺椛i見定は，本来，私法

として削J釈されるべきなのに， 1_[、.版社会に対する就学義務としみ公法上

ωr-H1JWとしてとらえられていた。しかも ¥I/{初反業料本Jllji:.義，と'I:.~;t :r; ft JII.主義をとり，明

治33年版業料不徴収の原則が尖別してからも， 1可支の不Ij治実現の也')幼から義務教育の普及

のHHi'.¥(を取ってきた。だから，義務教育aは， [=1-:1家の教 f守を J~J1Jとして正月!寸蛤制(心を伴うも

のであり， I~Ltまの統一的計画にもとづいて， [j~1家に対しでもつ|烹11止の義務とされていた。

納税義務・兵役の義務とならぷ，臣民の三大義務とされた教育は，権利ではなく同に刻す

る義務として， .1)己主・保護者に国策的に強制され， Lし，7カう、も， お教(古勅J訂初f円lをl川百山J点i

制が政治1'1内句兄山:教的体系をもつて1羽1‘叫陥臨jしていたのでで、ある

19 
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公教育は国家に対する奉仕であり，国家吉年の大計として国民はひとしく協力させら

人格と個性と自由がうばわれていった仰。しかし戦後においては B本国織法及び教

育基本法に見られるごとく，冨からの自 社会権的生存権としての教育権がもっ最大

の自由になった。 として る公教育ではなく，国家による

としてもつ出家の役割であり，

ものとなったのである。

自由」と「教予ぎを受け は全て

(日 昭和45壬F7Jj17B東京地方裁判所、開決。 昭和42年(行ら〉第85~人検定処分敢措訴訟事件

(錦繍2次訴訟)この判決ιおいて，議法26条の解釈は轍法25条をうけた生存権的基本椴の文

化的鋭部として，国毘の一人一人にひとしく教背を受ける権利を保持したものであり，その反

面として， mに対し教育を受ける権利を突現するための立法その他の措躍を講づベ投資務を負
わせたものであって，国民とくに:子どもはついて教育を受ける権利を保離したものであるとし

ている。

一方文部省は I教科講検定訴訟の第一課判決についてく通知)Jにおいて， 了五;瀞法下の

同被は，主様である国民の信託を受けて国政を行なっているのであり，国民と出家とは対立的

な関部にあるものではえまい。公教育もまた，国誌の意思にもとづき同氏の付託を受けて特段わ

れるもので、あって，教育行政機関は法律に定めるところにより凶民の教育忠誌を実現する権限

と寅告を負うものである。 j と]父:論し控訴した。地;訴審の東京高裁 (1沼和45(行コ)53号，

和的年12月19日民一室長〉判決は，織法判畿はふれることなく原告勝訴 (1増員将来却〉を設い渡し

たので，文部大臣により級品.裁tこよ合され瑚布係争中で、ある。

(2) 1-1本ιおいては明治時代以後一[l札 「強制教舟 I強泊教育Jという意味に用いられたこと

がある O

ゆ 明治S年の ivyt部JJに過ると 以後一般の人民事ごと族設工i荷及柑子必ず昌に不号のpなく

家に不学の人なからしめん事を期すJとある。

純 国憲法下教育の特立をは「国策的義務教脊制度J と「出家権力的数百行政制度JIこあった。

4)義務教育制度(公教脊〉の歴史

1791年 (9)1313) プランス憲法の「すべての入国に本司欠の教育について無償のすべ

ての市民に共通の，公教育が舟j設されるという規定，すなわち，人間にとっ

育は不可決であり，市民共通のパプリッグなものであり，しかもそれを受ける市民は無償

で受けるべきであるという思想が略立するまでは，多くの歴史事録を省みなければなちな

し、。

世界で最初に義務教青令が品たのは，カ」 ことである。この

カ}ノレ大帝の文教振興政策は， したわけではなかつ

た。 ヨ}ロッ ボロ」ごニアやサレノレノ，パ~ ， オッグ

スブオ}ドに大学や学生組合ができたにもかいわらず，それは子どもへの教育ではなかっ

た。 (12"-'13批紀〉

校は智子進学校 school) 

もあり，下j間階級の青年の入学によって学

(guikl schooりとして繁昌した。しかしそれ
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はあくまでも一時的であり，第4問ラテン会議 る宗教会議1215年〉やベストの

大流行，百年戦争などで封建的反動による教育への われるのである。それ

は農業労働者及び都市労働者の確保の為であった。このよう る教会支配と

建領主の搾取に対して抵抗がなかったわけではないが，封建社会においては人間はとじこ

められた知性，無知と無，思考を特教とするものであり「むちと飴Jによる生産性向上政策

の前には無力であった。

16世紀に入ると，絶対主義国家の成立期にレネサンス連動の影響をうけたとュ」マニス

トの活躍が見られることになるむヒュ}マニスト謹の主題は「人間Jにあったが，教育に

対しても大きな感心をもっていたo r子どもを誕生の臨後から自由な方法で徳、と学問にむ

かつて教育すべきことの提唱j をしたヱラスムス。注入主識を批判し教育の新しいビジョ

ンか縦ilてしたラプレ}むあるいはずイグイエス， トマス・モアこれらの人々によって，全

ての人民が就学し教予言を受ける公教育が主張されたのはあまりにも有名である。しかし，

これらのとヰ}マエスト達の主張はかならずしも成功しておらず，教畠権からの解放はあ

ったが，あいかわらず絶対主義国家の僕であった。

義務教育論を最初に展開したのは， ノレタ~ (3) (Martin 1483-154めである。

京教改革運動の最中に，キリストへの信仰をたしかなものにする為には知性が必要であ

り，人間としての義務を全とうする為には普通的な教育が必要である。

武イモにおいて学校を設置し， Irfa親は子供をそこむ就学させなければなら

はそのような教育を強制する権利をもっている

と，刺のその予を就学させる義務の観念との明告

育制度の基本理念を示した (4つものであること

育という公教育忠怒と とす

公民教

ノレタ‘ーにおい

て とし、うヱザ」ート とし、つ よいだろう。このようなルタいの教育思

として，ザグセンのライスニッヒ市教育改革 (1523年)。

あるいはずエルテンベル (1580年〉等に影響をあたえている。

ノレタ} 最初に完全な義務教育制度をしいたのは，コ寺山タ公!去l

ヱノレンスト公 derFromme 1601"""75)である (5)。 一般に「コ」タ教育令 rコ令

」タ学校令 I(めと呼ぶこの法令は詳細な教育法規であり，課程主義教育制度の最初といっ

てよい。例えばり日主主はら才に達した時，学校にあげなければならない r父母は14才以

いまだ読むことのできない者は，すべて 6才以後，就学させなければならな

い。この義務を;怠り，あるいは忠実に就学させない者は，何人たる

等の規定があり，さらに悶慣による学校の整備，教科書の出版，

されるoJ

し、
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る。

コマ」グにおける

教育が行なわれたのは， 1763 

ジヤにおいてである。こ

で此る O
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もので為ったのに対し，

(7) し7こ，ブ"~ 

とされていた。

と，ノレツ，ベスタロッチ?なとtこょっ

し，自由な

リッヒ二世のプロ

するといった， ili

るもので，

したの

されるにいた

った。アメすカでは，ジェブア」ソン (ThomasJefferson 1743，....，..，1826) によっ

され，フランスでは1791年フランス識はー 2こょっ

され， さらにコンドノレセ (Marie-J ean・AntoineNicolas carritat， Marquis de con-

1743""""'94)の 心 と によって，ほほ明代

のよう

は

るにいたったのであるのしかも， コンドノレセの法案じ

なければならなし勺 iU&Ji-nよどんなことがらについても，

させ

f貨といっ も主張されており，

な変化をきたした。

もたないJ とし、う，

7Ir品向似締出11，'7"↓~

公

も大~

した。そういう}川」めつ

必要から，

ら，

くわけである。

られるブァシス1

する

とさ

以後， 中心と

されていった。仏出，米国それぞれの

ちがいはみるが， JtJillしているの

さえられていたということで応る。

され.服従

きれた。

とし

と

と， ソグィヱト合r!l心とする干上

というふうに， 質をもっ

て発践するわけで、はあるが， 方法上 教育日的のちが



小笠諒:最高裁'問所民事手UOiJ掛究 (2) 

いといった祁違点はあるにしても，W:界的に義務教育の班長，教育の機会均等，

大の方向に進んでいるのである。

(1) <11 sera crωet organise une instruction publique commune a tous les citoyens， 

gratuite a l'e以arddes parties d'enseigncment indispcnsables pour tomきleshommes， 

et dont les etablissemets seront distribues graduellemcnt clans un rapport combin毛

avec la division du royaume.> (3 Septembrc 1791 Constitution) 

教T:fな慢ける権利及が教育をすべての市民に与える社会の義務を宣言し，

張されたものとして名向い。又，アヅンス公教育組織に5きする諸計四とりわけタレイラン案・

'7ポ」京:・オω-Fフン:続可;に多大な影神を与えている。

(2) すべての人々は子どもな学校に送り，宗教教育を焚けさせなければならない。梅担1日「西沖

教ヴ史Jは rニの指令はIpt肢における，あるいはゲノレマン的註界における最初の数寄令である

といわれている。と押している。これは…般戒告文による52言ではあるが， f色に802年に出
された指令で、は「仰びともその子香子学校に入れて学ばせ，学業成るまで熱Jむに在学させなけれ

ばならない。 Jと令じている。

この引は一般に町立つのよびかけグといわれている書に明らかである。

]. 1520年8JJ Iキリスト的身分の改替について， ドイツ掃のキリスト教的立挟ι与える苦手J
(An den christlichen Adel deutschcr Nation von des christlichcn Standes Besserung.)， 

2. 1525/9~ I rイツのすべての都1/1のdi評議会誌に与える苫，設等がキリスト教的学校を設す.
し紙作ずべきであるということについてJ(Andie Radherrn aller stadte deutsches Lancles， 

datz sie christlichen Sehuln aufrichten und halten sollen)， 

3. 1530年「人は，その子を学校に入学させるべきである事についての説教J (Eine Sermon 

oder predigt， dass man Kinder Zur Schulen halten solle.) 

相)J;(lfI1}，西洋教

(倍間5町)拙!悶京開'1情f口昨7百?L，世界教宵史， 183~184賞。高木太郎， 義務教育制度の研究，出~63頁。

(6) 憾のみ忠みにより，ゴータ公lほ内の，学校生徒I/!の最低の語学年に嵩ずる。村および時の弼

山および火児を，短期間に，かつ有用に教設し得るし，また教授すべきであるということにづ

いての特別通達J (Speciel und sonderbarer Bericht， wie nechst Gottlicher Verleyhunふ

die Knaben uncl Magdlein auff den Dorffschaften， und in den Stadten， die unter dem 

untersten Hauffen der Schut-Jugend be双ri在eneKinder in Furstenthumb Gotha， Kurz 

und nuzlich unterrichtet wcnlen Kenn剖 1und sollen) 

(7) General-landschul柵reglement

(8) 1779グプ}ジニア州議会に提出きれずょ。 (A Bill for the More General 

Diffusion of Knowledぷe)

(9) 1792/'~ Rapport et Projet de decret Sur I'organisation gen{・ralede 1守口strucotionpub. 

lique， au nom du comite' d'lnstruction publique， les 20 et 21 avril 1792 

5) 

19枇紀か

と平行した

ての教育，為る

と

ら

ように，義務教育制度は産業革命を継旭とした

すなわち独 るし

中で成立した。労錆者階級の教育要求の権利とし

品端情似どめ掛布附市といった多くの教育への要求

23 
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によって， という

のである。このことは先に述べた

の成立でもある〈~

われ，由民に対し

に対する

もとづく るた

国民の国家に対する義務として教育t在位悶づけていたのである。そこ

けることは子どものもつ権利であり，その子どもに対して親は教育を受けさせる義務をも

っという子ども中心の教背理念は膨をもたなかった。未成熟な子どもに教育を受けさせる

る義務であるとされていた。

ら，

における呂の教育権は見とめえず，教育を受けさせ

どもに対する義務と見るべきである。鶴入の費厳と

くご子

も発現させようとする趣旨〈記)である義務教育制度は，の手によっ

るカを教育に求めた教育基本法の精持をより確立し実現する制度であり，

じて次代の主権者となる悶民にもその日的を継承せしめようとする

めの制度(わであるといえよう。

しカ斗

た

どもの教育を焚けるの方、

ると同時に，

るところにより，その保護す

を受けさせる義務を負う。」の反出解釈として現代憲法は rl認の教脊権」をt認めたもので

あるとするくわ口親以外の者が有する教育権は窺の安説にもとずくものであるというこの説

じ本件判決は同じ系列に属するものと場えられる。判官にある「もとより，

ての国民に対しその保護する子女をして昨通教育を受けさせることを義務として強制して

いるJそして「悶が義務教育を提供するにつき在墳としないJ

り

いては，

受けさせる説務Jは教育を i受ける権不UI Vこ対応して.この権利守勢却させる

としての義務である作、したがって当然.国家社会に対する器耕ではなく子どもに1せする

義務であり，その委託は教育を職業とする専問的力量において可能となる。 いいかえれば

親の教背権の委託は教師及び教師集問に対して行なわれる山。

る以上，伺 し制度とす

ずる。その主体をなすものが義務教育制度であるが，これはあくまでも「提供者!として

の権利ではなく，教育基本法第1条の「教育の詩的を遂行するに必要な諾議件の轄犠 iと



小笠原最浦裁判所民事判例研究 (2) 

る義務にほかなムず，その範l:fflで ということtこし，

なる。

(1) 射輝久は「現代における教育と法j説代法8，177.f(.において次のように述べておる。

突は，家臨〈芸むの教材ilをむい敦子f権を同家tこ集r{:J

するための媒介的意義名f負わされたといえよう。そのことによって時じめて，義務教育事支は

成立した。義持教育は， ii典近代社会の構造転掛と桜社出家(帝国主義段階〉のもとで，自然

と結びついて成立したのである。 j と。

154，.....，5， 160~2 以。

コンメンタ}ノレ憲法J有企泣占おlIi，10付文。

と親の尭可権J鈴木安説・星野安ニ:'R!5)I謝礼，

l斗旨，小本主f立樹「世界 271-50)(部43年6月)22，.....，:江主。

1'1 r11と教育雄， 272'到。

¥
/
 
ro 

、ては，

とえられていた。しか

とし-C，

し公1誌をもって

られたのではなく，として ある

ものとして，

まかなうと考えるべきである。

とする jというのはこのよう

を包括するものであり，

に}fjする全て

は，

を

4 と与えるべきである。

これを微1jXしない」とす

tこついて

し，

といわれゐが，はたしてそれが正しし あるc

して取っているものあるむこまM主，

で
〉回

」ーー を変えてい

ないが， 2項の規定在住i民

を，間が出来る

と考えている。こ

るので，そのかわり

として党限り無供とすることをことに務めることを，すな

苦したにすぎないと解するものである。しかも

~才Lるものとしている

る。 こまも十ま，

き

ない。J とする規定を憲法26条2 とするJ「義務教育は，こ

25 

し
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と考え， るものである。この考え方はー鮫に通説と試われて

いるものでもあるカ人 と あるよう

ている

していることと， はもとよ

り， る一切の金品と

る時，

れを摂償とする!と

け教育を受けさせるについて，

ょっ

あり，

となるべきである。しか

している。このことは忠明・

されたものでな

り，しかもその

るものと考え

「義務教育は，こ

について，しなくともよいということである。それにもかxわらず教育基本法4条で

しないの iとし， えて

憲法26条の を完全には体イヒしたものとはいえない。むし 4条 2JJ'Hま

違憲判:をもつものと考えるべ設で、あろうの

(1) 問中耕太郎 前局書出9CL /J~lll't: 1- 説教行政法J36氏。

(2) 宮沢竣義「コンメンタ -Jレ日木[Rj}憲法 270n。佐藤功「ポケット注釈戦法J1泌氏。 六域勲

「教育法態解剖J29頁。鵜郎信成 I~i説憲法 121九兼子 I教育法J76頁ο

(3) 有余遼古「コンメンタ」ノレ教育関係法~nJ 76~77JT。永井静、-'11号鮎治文 193筑以下，新井純

教育常的をめぐる法律問問 J:右(;，1編 r教育と法律，!]296工し

5. まとめとして

る

(悩和38年法182) された。 これは，

の答中〈昭和37年11月M日)に法づくものであるが，こ

し

ものである。しかしはを

関する

るものであり，わが

ともなう国

I~ごの義務という して来た為である。だから と

いう 給食， といった就学に用する全ての



淀川

イ七の拡大さえあ

のき~

小立以:最高裁判亡;>'}1:下Ij例研究 (2) 

させな

ってくるものと思う。

るのであるしか

目しなければならない。

もt-)， 

は妥'.'11しないとしておるが，

(1) VNESCO， World SuτVぞyof Education II， 195H. 

(1976/rf' 9 }j 30 IHuj n 

27 




